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憾蛸開翻鞠触感
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1　　 今 後 の 対 応　　 l

＜16年度＞

・提案要望募集（15．12～16．1）で結論を得なかったもののうち、必要な
ものについて、‾引き続き所要の検討

・地域再生計画の申請受付（16．5～）・孟夏（16．6目途）

・地域再生のための具体的な支援措置の提案募集（16．6目途）

関係府省等と調整を図った上、政府が講じる支援措置を決定

・各地の成功事例の公表等、積極的なPR活動
－3月以降、10回程度地域再生タウンミーティングを開催等

《「地域再生推進のためのプログラム」に基づく取組みの概要》

・地域主導による資源の有効活用

一補助対象施設等の有効活用（廃校校舎等公共施設の転用）

一地域主導による公物管理の実現（イベント開催時の道路や河川の占用等の弾力化）

－アウトソーシングの促進等（指定管理者制度の積極的活用、PR事業の積極活用）

l ・地域の視点に立った雇用対策の推進

l ・地域再生の担い手育成等のためのノウハウ等の支援

［・地域の基幹産業の再生　　　 ・地域観光の活性化等
l
・地域のIT化り〈リアフリー化　 ・地域再生実験の推進　 等

轟蒋密集輯喜怒葦等産弾 率墨幸聖葦空Jl・・十や祭事攣褒璃軒軽率極や ・－1・1、r・’一轟主よT

＜ 17年度以降 ＞

・引き続き、地域再生に関する施策を推進
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輪業珊瑚軸杏纏
これまでの対応 rfネ∵∵パこ、
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←経営基盤の強化∴新分野進出などの促進’i一よ－　1
－中小・中堅建設事業者向けの研修事業
一先導的・革新的モデル構築支援事業

・情報提供・相談・連携体制の構築
「アドバイザーの確保、新分野進出事例集の作成
「経営相談窓口の設置（助言、成功事例紹介等）く15年度）
一建設産業再生協議会の設置（15年度）

雇用施策の推進
一建設業新規・成長分野進出教育加練助成金

これまでの成果

ー経営基盤の強化こ∵新分野進出などの促進
ハー延べ約40．000名が研修受講（13年度）

ー先導的・革新的モデル構築支援事業計17モデル（15年度）で▼

・晴墾提供・相談・連携体制の構築
一新分野進出事例252事例とりまとめ、アドバイザー135人＿1

－全国9ブロックにおける経営相談窓口、建設産業再生協議章

設置

・雇用施策の推進
一建設業新規・成長分野進出教育訓練助成金の支給決恕事
（15．2～16．1）

今後の対応

＜16年度＞

1経営基盤の強化、新分野進出などの促進

一中小・中堅建設業向けの企業連携マニュアルを普及・啓発

一中小企業の新事業展開支援

一中小企業経営革新支援法に基づく経営革新の着実な推進

・情報提供・相談・連携体制の構築

一経営相談窓口の相談体制の充実

ー建設産業再生協議会などを通じた国と都道府県との連携の促進

一建設業の新分野進出等を促進するための 関係省庁連携会議の開催

－・雇用施策の推進

［
－建設雇用再生ト－タルブラン
（建設業内外での新規・成長分野への進出を促進するため、能力開発の

ための助成、ワンストップによる情報提供等）

＜17年度以降＞

・引き続き、建設業の経営革新を促進



●

今後の

＜16年度＞
・食の安全・安心の確保
－BSE、鳥インフルエンザへの対策や食品表示基準の見直し等

・新規就農の促進　　　　　　　（今通常国会法案提出予定）
一就農支援資金の貸し付け対象の拡充、職業紹介の実施

・農協改革　　　　　　　　　　（今通常国会法案提出予定）
一全中の指導機能の明確化、販売事業の強化等を措置

・米政策改革
一需給調整の手法を、作らない面積の配分から作る数量の配分へ転換

・日本の農林水産物の輸出促進（「日本産ブランド輸出促進事業」等）
一高品質な農林水産物を生産する団体等の輸出への取組を支援

・新たな「食料・農業・農村基本計画」の策定等
－①担い手の経営を支援する品目横断的な政策への移行
②担い手・農地制度の改革

③農業環境・資源の保全政策の確立等

一夏頃に中間論点整理、年末に論点整理、17．3を目途に策定
一優良事例（立ち上がる農山漁村）を全国から選定し、公表

＜17年度以降＞

イ食料・農業・農村基本計画」の中間論点整喧（16年夏頃予定）
を受け、出来るものについては17年度の施策に反映
・18年度以降は新たな基本計画の方針に従い諸施策を推進


